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1.　はじめに
開発援助分野では、1990年代より、従来の先進国の知識・技術を一方的に途上国へ持ち込み、途上国自身の知識・技術と置き換えるという置換（Replacement）アプローチの限界が明らかとなった。従来の置換アプローチにかわり、途上国のオーナーシップにもとづく途上国自身の社会的能力を向上させることが持続的な開発成果を生み出すために不可欠であり、そのためいわゆるキャパシティ・ディベロップメント(CD)・アプローチの重要性が指摘されてきた（Fukuda-Parr et al. 2002）。
CDの議論の原点は、1980年代のアフリカにおける西欧ドナーによる技術協力の失敗体験であるが、CDは単に技術協力の議論にとどまらず、開発援助アプローチの本質的問題に係る問題提起として援助に係る研究教育、政策、実施などすべての側面のイノベーションを要請するものである。事実、カナダ国際開発庁（CIDA）はCDをめぐる議論から、プロジェクト（stand alone project）・アプローチの限界を超えるため、より包括的なプログラム・ベース・アプローチ（PBA）への転換を行っている。
しかし、CDの議論はともするとドナーの実務（Operation）の世界に終始しがちで、十分な学術的・科学的研究蓄積の上に議論が展開されているとは言えない。また、そもそも「CDアプローチとは何なのか（CDの具体的手法・手段）」、「CDアプローチを採用することでどのような違いを作り出すことが可能なのか（CDの必要性・意義・効果）」、「CDをどのように測定・評価すればよいのか（CDの可視化）」といった点において、いまだ十分なコンセンサスを得る状況ではない。

本報告は、本共通論題の趣旨である「CD評価がどのような手法・方法論において成り立ちうるか、その評価可能性について、CDの概念に遡って検討し論ずることを目的とする。とくに、capacityをどのように評価しうるか、という点で、social capacity assessmentの方法論をレビューし、個人、組織、社会や制度といった各階層における課題対処能力の変容に与える影響について、どのように評価しうるか、また、評価の適用範囲（国レベル、プログラムレベルなど）について論ずる。こうしたCDを現在の議論の状況を整理し、CD評価のあり方」（和田義郎氏作成）について論じる。最初に、CD論の流れを概観し、次にCDのコンセプト・モデルについて議論する。最後に、CDの評価手法として社会的能力アセスメント（SCA）手法について述べる。
なお、CDと評価の関係を論じる際には、CDのスコープと評価のスコープとの関係を整理する必要がある。CDは時間軸と空間軸の広さだけでなく、社会的な関係性の広がりを前提としており、いわゆるプロジェクト評価といった限られたスコープの評価とはそぐわない。少なくともプログラムやセクター・レベルの評価、望ましくは国・地域レベルの評価がCD評価には適合的だと考えられる。
2.　 キャパシティ・ディベロップメント（CD）論の展開
CDをめぐる議論の系譜は、1950年代･1960年代の途上国の制度構築をめぐる議論にまでさかのぼることが可能である（松岡･本田2002）。初期の制度構築論は、途上国の公共部門の一組織の形成に係る議論であり、1970年代には公共部門全体を対象とした開発管理の議論へと展開した。こうした議論は1980年代には、公共と民間のパートナーシップ（PPP）といったセクター（社会的アクター）間の関係を重視する方向へ展開し、さらにアマルティア・センの潜在能力論を踏まえた人間開発を目的としたキャパシティ・ディベロップメントとして国連開発計画（UNDP）やカナダ国際開発庁（CIDA）によって具体化されてきた。
UNDPは能力を、個人、組織、社会（制度）という3つのレベルで把握し、個人、組織、社会が相互に関連しながら能力が形成されると考えている。こうしたUNDPのアプローチは、組織と社会をつなぐ中間システムを欠いており、ミクロ（個人、組織）とマクロ（社会）のダイナミズムや調整メカニズムの把握が難しかった。

環境分野におけるキャパシティ・ディベロップメント（CDE: Capacity Development in Environment）についてみると、CD論のもう一つの系譜は持続可能な発展(SD)論である。1987年のブルントラント委員会報告における持続可能な開発の提唱や1992年のりオ・　サミットなどをうけてOECDにおいて議論された環境分野における能力開発をめぐる議論が重要である（松岡･本田2002）。

CDEは、個人、グループ、組織および制度が、持続可能な開発を達成するための努力の一つとして環境問題に対応することのできる能力とそのために必要な制度構築を促進する過程と定義される。CDE論は、能力の主体、要素、対処方法などについて議論したものの、全般的には十分な成果を残さなかった。しかし、持続可能な開発を実現する社会的能力のあり方を議論した点でCDEの議論は貴重であった。

3.　 キャパシティとは何か？
環境分野において、社会的能力を具体的に捉えようとしたのはUNEP/WHOによる研究である（GEMSリポート、UNEP /WHO 1996）。GEMSリポートは大気質管理能力を、①モニタリング能力、②情報分析・情報公開能力、③排出源の調査・汚染推計能力、④政策立案・政策実施能力、という4要素から構成されるとした。そして、それぞれの能力要素を測定局数、測定物質、測定頻度などの指標により評価し、環境管理能力の定量的評価を行った。

OECDなどによる従来のCDの議論が、能力を概説的にしか議論できなかったのに対し、GEMSリポートは能力を4要素に大項目化し、さらにそれらを中・小項目に分割することにより、観測局数などの代理指標を設定し、能力の数値的評価を試みた点で大きな意義があった。

一方、GEMSリポートは政府・行政による環境管理能力のみを対象にしており、実際に汚染削減を行う「企業の能力」や企業や行政に社会的圧力をかける「市民の能力」は対象外となっている。環境問題に対処する社会的能力は、「政府の能力」だけでなく、「企業の能力」や「市民の能力」も含めて議論しなければならない。さらにGEMSリポートの環境管理能力の4要素についても政府のみを対象にしたため、行政のモニタリング能力などに重点がおかれ、環境政策過程（政策の立案・実施・評価という一連の政策サイクル）における政府以外の企業や市民の能力を構成する要素を十分に把握できないという限界があった。
　こうした点を踏まえ、筆者は社会的能力（社会的環境管理能力）論を展開してきた（松岡 2004, 松岡他 2004など）。政府、企業、市民の3者を基本的な社会的アクター（social actor）とし、それぞれの能力水準と3つのアクターの相互関係により規定された環境管理能力が社会的環境管理能力である。こうした社会的能力は、全国的な環境政策や環境法を策定する中央政府レベルと、実際の対処をおこなう地方政府や地元企業・地域住民といった地方レベルの双方において形成される。したがって、中央・地方関係のあり方も社会的環境管理能力の形成にとって重要な要因である。

また、社会的能力の基本となる構成要素としては以下の3要素が考えられる。第1は、どのような環境政策・環境対策をそれぞれのアクターがもっているのかという「政策・対策」要素である。第2は、こうした政策や対策の実施を規定する「人的・組織的資源」という要素である。第3は、政策・対策要素や人的・組織的資源という要素を規定する「知識・情報・技術」という要素である。

政府・企業・市民という主体に着目するアクター・アプローチに対して、社会的能力を要素から定義するのが要素アプローチである。アクター・アプローチと要素アプローチ組み合わせることによって、社会的環境管理能力の具体化が可能となる。

社会的能力の形成プロセスは、社会を構成する様々なアクターの能力・行動とそれらを規定する要素、さらには能力や行動を制御する社会システム（制度の束）のあり方に規定されている。制度は社会的能力を形成するアクターの行動を規制し、社会的能力の向上は制度の変化をうながす。その意味で、社会的能力の形成と制度変化は相互規定関係にある。
以上のように、CDの議論においては、単なる能力形成だけでなく、制度変化との関係をみることが重要である。いわば、能力形成と制度変化は、開発（発展）という車の両輪である。従来のCDの議論もこうした点へ言及しているが、まだ不十分であり、そのため、現実の国際援助におけるキャパシティ・ディベロップメントも、政策支援・制度形成と有機的に連携できていない。また制度はダグラス・ノース(D. North)の言うように、Formalとinformalの両方をみる必要があるが、その具体的理論や方法論は今後の課題である。

4.　キャパシティ・ディベロップメント(CD)評価と社会的能力アセスメント（SCA）
CD評価を議論する際には、当然ながらCapacityをどのように評価するのかという点が重要で、そのためにはCapacity Assessmentの方法論を開発する必要がある。1990年代終わりからUNDPやCIDAなどがCapacity Assessmentの方法論の開発・適用を行ってきている。また、JICAにおいてもそうした調査研究が行われている。筆者もSocial Capacity Assessment(SCA)の研究開発と実証を行っているが、学術的にも実際上もしっかりとした能力アセスメントを行うためには、まだまだやるべきことが多くある。
社会的能力アセスメント（SCA）手法の実際の使用においては、対処能力の前提となる課題の設定やCDをめぐるトータルなシステムの諸要因（社会的環境管理システム、社会経済状態、環境パフォーマンス、外部要因）に十分な配慮が必要である。また、SCAは途上国が自ら参加型で行うことが基本であり、そのため、科学的研究にもとづきながら安価で簡便な手法開発が重要である。さらに、途上国が自らの社会的能力を自らアセスメントする自己診断能力（Self Assessment Capacity）の形成支援も検討すべきである。

図１に社会的能力を示した。社会的能力は、開発課題に応じて、様々な社会的能力が存在する。例えば、環境問題に対しては、社会的環境管理能力（Social Capacity for Environmental Management; SCEM）を考えることが出来る。SCEMは、環境問題に対処するための政府・企業・市民の各社会的アクターの能力とアクター間の相互作用を含む相対的な能力として定義される。そして、このSCEMと制度との相互関係を社会的環境管理システム（Social Environmental Management System; SEMS）として捉える。

図1 　社会的能力
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（出所）松岡俊二・朽木昭文編（2003）
図2 　トータルシステムにおける社会的環境管理システム
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（出所）Matsuoka（2007）

図2に、トータルシステムにおけるSEMS、社会経済状態、環境パフォーマンス、外部要因の関係を示した。SEMSは当該国の社会経済状態に規定され、稼働し、その結果は環境パフォーマンス水準として表される。さらに、環境パフォーマンスは、社会経済状態と相互規定の関係にある（松岡・朽木2003）。

図3にSCA手法の概念図を示した。SCA手法は、トータルシステムを形成しているSEMS、社会経済状態、環境パフォーマンスの関係とSEMSを形成している社会的各アクターの能力・相互関係と制度の関係を分析することで、当該国の環境管理能力の水準や発展経路を明らかにする手法である。具体的な分析は、（1）アクター・ファクター分析、（2）指標化、（3）制度分析、（4）経路分析、（5）発展ステージ分析という5つのステップにより構成されている。以下に、それぞれの分析手法の概要を説明する。

（1）アクター･ファクター分析（Actor-Factor Analysis）

アクター分析は、現在の社会的能力のレベル（Indicatorと関連）・状態を、それぞれの社会的アクター（政府・企業・市民）の能力状態および相互の関係性という視角から分析し、どのアクターの能力が強いか弱いのか、関係性はどうかなどを明らかにする。社会的アクター間の能力の代替・補完関係や代替・補完が効かない各アクターの社会的能力のミニマム水準を分析する（システム・ワーキング水準との関連）。ファクター分析は、社会的能力の構成要素という視角から現状を分析し、それぞれの要素の能力形成水準とその問題点を明らかにする。また、それぞれの要素の代替・補完関係およびシステムが稼働するクリティカル・ミニマムについて分析する。
図3 　社会的能力アセスメント手法の概念図
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（出所）Matsuoka（2007）

（2）指標化（Indicator Development）

社会的能力を計測する尺度（指標）を用いた分析である。指標は、上述したアクター・ファクターの分析から得られた社会的能力を規定する基本的変数にもとづき、能力の蓄積レベルを表現するものである。特に、SCEMおよび社会的アクターの能力や各アクターの能力を構成している各ファクターの能力水準をいかに測るかが重要となる。

（3）制度分析（Institutional Analysis）

現在の社会的アクター（プレイヤー）の行動を規制するルールとしての制度、あるいは社会的能力の容器としての制度を分析し、現在の社会的能力を規定する制度の束と次の社会的能力の形成に必要な制度変革は何かを明らかにする。その際、法制度などのフォーマルな制度だけでなく、社会的規範などのインフォーマルな制度のありかたも分析対象とし、制度の束の基軸や付随となっている制度、制度の相互補完性や代替性などについて考察する。

（4）経路分析（Path Analysis）

現在の社会的能力水準に至った経路を分析し、次に目標とすべき能力水準の合理的設定とその経路（戦略、プログラム）策定の前提となる情報・条件を明らかにする。トータルシステム分析の課題である、能力水準（制度分析含む）、社会経済水準、環境パフォーマンス水準と3者の相互関係性の発展（外部条件分析含む）経路をみる。さらに、各社会的アクターの能力水準とその関係性の発展経路などを分析することにより、能力の形成過程を明らかにする。
（5）発展ステージ分析（Development Stage Analysis）

問題に対処する社会的能力形成の発展ステージを、システム形成期、システム稼働期、自律期という3期間に分け、現状の社会的能力水準がどのステージにあたるのか、また、そこにどのように至ったのか（経路分析の結果を踏まえて）、可能な次の能力目標とそこにいたる経路はいかなるものかなどを分析し、開発政策や援助政策のプログラム化にとって必要となる、適切な投入の量と質、タイミングなどを明らかにする前提を構築する。
以上の5つのSCAステップにより、当該地域･国家の社会的能力の水準（現在の能力水準）と、開発課題対処に必要とされる社会的能力水準（目標水準）とのキャパシティ・ギャップ（Capacity Gap）が明らかにされる。このギャップを段階的に埋めていく「プログラム（プロジェクトではない）」の作成･実施が開発援助の課題となる。
CD評価とは、こうしたキャパシティ･ギャップを、どこまで、どのように埋めることが出来たのか、その際の教訓は何か、などを明らかすることである。
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